
2010 2020 20501990

行

程

表

2012 2015 2030

普及啓発活動による国民の認知度向上◆社会的受容性・認知
度の向上

地域環境影響に関する情報開示制度

◆関連法規の見直し等

地熱利用のモニタリングデータ開示、ゾーニング情報の公開等

自主的導入の促進、利用への理解の醸成

制度設計

施工業者の登録・資格制度の導入、維持管理の義務付け

住宅・建築物向け再生可能エネルギー利用機器の販路拡大支援

再生可能エネルギーと
親和的な社会システム
の構築

住宅新改築時のアドバイス実施再生可能エネルギー
導入アドバイザーの
養成、ツール開発 再生可能エネルギー機器・省エネ機器の最適組み合わせ等の情報提供

自主的導入の促進の
ための方策

利用への理解の醸成
のための方策

温室効果ガス排出量を削減するための対策を推進するための施策 左記の施策を導入するために予め行っておくべき施策
*2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の取組支援を強化。

再生可能エネルギーの普及段階に応じた社会システムの変革のための施策

◆地域の特性を生かし
た再生可能エネル
ギーの導入

都道府県、政令
指定都市など

市区町村など

水利権など

関連諸法規の要件・運用見直し、新技術の早期規格化

電気事業法など、高濃度バイオ燃料の早期規格化など

総合特区活用によるモデル事業
中小水力、地熱・バイオマス、バイオ燃料利用など

関連権利の調整

地球温暖化対策税の導入による再生可能エネルギーの普及促進

ｷｬｯﾌﾟ･ｱﾝﾄﾞ･ﾄﾚｰﾄﾞ方式による国内排出量取引制度の導入による再生可能エネルギーの普及促進

再生可能エネルギーの率先導入、独自の支援策の実施、地域社会の仕組みづくり

まちづくりや地域振興のための再生可能エネルギー活用

太陽光発電等設置・運用事業者の公募等による公共施設への導入促進

新規ビジネスモデル実証導入

大手資本・地域資本・市民出資連携による
ハイブリッドモデル等

地域の再生可能エネルギー導入専門家の養成

コーチ人材育成

地域の人材、資源、市民資金などを活用した
再生可能エネルギー導入促進協議会の設立と
運営による地域活性化・地域振興
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施策ロードマップ（再生可能エネルギー）（２／２）
エネ供給ＷＧ



既存インフラを最大限利用した
再生可能電力大量導入への対応

再生可能電力優先接続
に関する制度整備

2010 2020 20501990

◆次世代送配電ネッ
トワークの検討

◆スマートグリッド
の整備、進化

2012 2015 2030

◆既存電力系統シス
テム上での対策

◆再生可能エネル
ギーの大量導入に
向けた制度整備 配電電圧の昇圧

◆バイオ燃料供給イ
ンフラ

◆水素供給インフラ 技術開発水準を考慮した水素供給構想の検討

ゼロカーボン電源
の実現

スマートメータ等
の導入率8割以上

日本版スマートグ
リッド普及率100％

◆ガス供給インフラ 天然ガスパイプラインの整備、都市ガスインフラのバイオガス注入、熱と電気が有効活用できる
スマートエネルギーネットワークの活用のための支援、導入検討の義務化、導入の義務化

バイオ燃料生産・製造のための経済的支援

既存の燃料流通インフラの高濃度バイオ燃料対応化のための経済的支援

電力安定供給の担い手の多様化に応じた制度設計

電力のビジネスモデルの進化
（電力会社の売上・利益と電力販売量のデカップリング）

導
入
目
標

エネルギー供給
インフラ

次世代のエネルギー供給インフラの整備の推進

行

程

表

温室効果ガス排出量を削減するための対策を推進するための施策 左記の施策を導入するために予め行っておくべき施策
* 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の取組支援を強化。

需要家の省エネ支援に対する
電力会社へのインセンティブ付与

◆次世代供給インフ
ラ整備のためのイ
ンセンティブ付与

地球温暖化対策税導入による次世代のエネルギー供給インフラの整備

電

力

系

統

電
力
系
統
以
外

共
通

ｷｬｯﾌﾟ･ｱﾝﾄﾞ･ﾄﾚｰﾄﾞ方式による国内排出量取引制度を契機とした次世代のエネルギー供給インフラの整備

送電線・配電線の空容量分析

アクセス用送配電線の計画的整備

気象データの蓄積、発電予測の試行

全系統電源の活用

送電システムの増強

需要調整効果を反映した設備計画、需給計画

発電量予測の本格運用、需給制御・
マネジメントの運用開始

需要調整を導く
料金制度・設定

需要調整制御：ダイナミックプライシング

余剰電力のエネルギーキャリア転換

スマートメータの導入、エネルギー・マネジメント装置の導入
需要調整

蓄エネルギー・能動化機能付き需要技術の普及

蓄電システム、V2G（Vehicle to Grid：
自動車と系統との電力融通）の活用蓄電システム

の導入

プラグインハイブリッド・
電気自動車の充電制御の活用

不要解列防止機能・単独運転防止機能の開発、
出力抑制機能付き再生可能エネルギー発電の普及

必要に応じた太陽光発電、
風力発電等の出力抑制

太陽光発電、風力発電等の
出力抑制の高度化

エネルギー・マネジメント装置
による自律的制御

低
炭
素
型
の
総
合
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
シ
ス
テ
ム
の
確
立

「スマートグリッド」
の確立・展開

日本発スマートグリッドの海外展開

既存インフラ（揚水発電・地域間連系線等）運用の見直し

気象情報・再生可能電力
出力の多地点計測体制の確立

局所的対策の実施（配電トランスの設置、電圧調整装置の設置）
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施策ロードマップ（エネルギー供給インフラ）
エネ供給ＷＧ



2010 2020 20501990 2012 2015 2030

◆火力発電低炭素化の
技術普及

行

程

表

化石エネルギー利用の低炭素化の実現、安全の確保を大前提とした原子力発電の利用拡大

火力発電への高効率発電技術の導入

CCSの導入

◆発電の建設・運用に
おける低炭素化

炭素価格を考慮した電源計画（石炭、石油、天然ガスなど）

火力発電の設備容量・発電量の検討及び
電力システムの再構築

◆安全の確保を大前提
とした原子力発電の
利用拡大

安全の確保を大前提とした原子力発電の稼働率向上、
既存施設の高経年化・老朽化への対応

運用体制・制度の見直し

CCS関連法制度・技術の整備、大規模実証実験の実施、
導入インセンティブの整備、
CCS - ready （CCS後付け可能なプラント整備）の検討

◆炭素回収貯蔵の導入

900～5,000万t-C/年
（3,300～1億8,300万
t-CO2/年）の回収貯留

高効率火力発電技術の海外展開

導
入
目
標

化石燃料・原子力
利用

ｷｬｯﾌﾟ･ｱﾝﾄﾞ･ﾄﾚｰﾄﾞ方式による国内排出量取引制度を契機とした低炭素化の促進

温室効果ガス排出量を削減するための対策を推進するための施策 左記の施策を導入するために予め行っておくべき施策

*2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の取組支援を強化。

地球温暖化対策税を契機とした低炭素化の促進
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施策ロードマップ（化石燃料・原子力利用）
エネ供給ＷＧ
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コミュニケーション・マーケティングＷＧ



「普及」の視点からの問題意識

– ロードマップで掲げられている主要な対策機器の普及はいずれもまだ「イノベータ
＇革新的採用者（」、「アーリーアドプタ＇初期採用者（」の段階で、「革新性の高い消
費者」の購入による普及に留まっている。

– より多くの生活者に浸透させるためには、普及段階における消費者の特徴を踏まえ
た、積極的な普及施策やコミュニケーション戦略の検討が不可欠。

ロジャースによるイノベーション普及段階
＇槌屋委員提供資料を基に作成（

階層 シェア
＇累積（

特性

ラガーズ
＇採用遅延者（

16.0%
＇100%（

未来よりも過去を見ており、新しい
ものには過度に慎重

レイトマジョリティ
＇後期多数採用者（

34.0%
＇84%（

技術革新に懐疑的であり多くの
人々が採用したあとで参加

アーリーマジョリティ
＇初期多数採用者（

34.0%
＇50%（

より慎重であり、アーリーアドプタが
確立した結果を見習って決心する

アーリーアドプタ
＇初期採用者（

13.5%
＇16%（

オピニオンリーダーであり、大衆の
先頭に立って技術革新の成果を採
用する

イノベータ
＇革新的採用者（

2.5%
冒険的でリスクを引き受けて革新
的な製品を試してみる0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2005 2010 2015 2020 2025 2030

普
及
率

高効率給湯器

次世代自動車

太陽光発電

中長期ロードマップ検討会＇2009年度、環境省（
における対策技術の普及目標

＇現状の導入量と2020年▲25%ケースの導入目標量（
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問題意識（１）
コミマケＷＧ



「生活者」の視点からの問題意識

– 現状の中長期ロードマップには数値目標が列挙されているだけで、生活者の実生活
から非常に遠い印象。

– 対策メニューは買い替え中心で、生活者が直ぐに取り組める対策は言及がない。 ま
た、生活者の特徴や現状を踏まえた分かり易い提案となっていない。

⇒ 現状のままでは削減目標は達成できないのではないか。

⇒ 生活者の話をよく聞き、そのニーズに合わせた情報発信が必要ではないか。

⇒ 生活者が自らの生活とロードマップの対策の必要性とを関連付けて検討できるよう
な、目標達成時のイメージ像を生活者の実感に沿った形で描き出す必要がある。

中長期ロードマップ検討会＇2009年度、環境省（
における家庭部門の対策とその導入目標

中長期ロードマップ検討会＇2009年度、環境省（
における対策メニューの提示

＇出典：地球温暖化対策に係る中長期ロードマップの提案～環境大臣 小沢鋭仁 試案～（

66

問題意識（２）
コミマケＷＧ



■ 実施場所：東京と福井

■ 対象者：単身男性、既婚女性、定年後世代、 実践者＇＝PVや高効率給湯器の採用者（

■ 調査項目：

• 温暖化問題についてどのように思っているか

• 温暖化の原因は何だと思うか

• 温暖化についての情報をどこから入手しているか

• 温暖化についての情報をどのぐらい信用しているか

• 中期目標、温暖化対策基本法、ロードマップは知っているか

• 家庭のエネルギー消費内訳を知っているか

• 家庭からのCO2排出削減のためにしている事、今後できそうな対策アイデア

• 個別対策について＇LED、自動車、エコアパート、太陽光発電（

生活者ヒアリング＆アンケート
コミマケＷＧ

■ 実施時期：10月上旬～中旬

■ 対象者： 20歳以上の各年代の男女＇合計1,000人を対象に、全国人口分布と相似になるように回収（

■ 調査項目作成の視点：

【ひとの視点】
• 日々の心がけの実践状況
• 行動変容のタイミング
• 住まい方
• 温暖化や温暖化対策に関する意識

【ものの視点】
• ＇対象機器（LED電球・省エネ型エアコン・高効率給湯器・断

熱改修・太陽光発電
• 普及段階
• 導入障壁
• 採用動機

【ネットワークの視点】
• 温暖化に関する情報を得ているコミュニティ
• 行動変容において重要な役割を果たした情報源

【しくみの視点】
• ＇製品や制度についてなど（ 「 取り組みたくても取り組めな

い」理由
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生活者ヒアリング

生活者アンケート



借家のため取り替え困難

買い替えや買増しの時期ではない

捨てるのがもったいない

廃棄に費用・手間がかかる

元は取れると思うが値段が高い

今後値段が安くなると聞いたから

採用に至らない障壁

割高でも元が取れると思う

温暖化対策に役立つ

フィルター掃除機能で手間が省ける

エコポイントがあったから

割高とは思わなかった

空気清浄機能で快適になると思った

訴求すべき
ポイント

そもそもエアコンを使わない
採用のため
検討すべき

打ち手

1,000人中353人
＇持家283人、借家70人（

1,000人中647人
＇持家424人、借家223人（

行動変容のための戦略

＇例（“打てば響く層・タイミング”を狙った事業展開
“広がり”を狙った事業展開
“行動変容”につなげるための事業展開 など

採 用 理 由

省エネエアコンの場合

生活者の声・実態の把握と行動変容のための戦略の検討
コミマケＷＧ
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ほぼ全ての生活者・
電球がターゲット。
「打てば響く層」は
持家住宅（戸建・集
合）居住世帯。

「打てば響く層」は持
家住宅
（戸建・集合）居住
世帯

初期の「打てば響く
層」は持家戸建住宅
居住世帯と暮らし向
きに余裕があると感
じている世帯。

電球が切れたタイミ
ングにLED電球に置
き換えてもらうこと
が基本的な普及の方
向性。経済性以外の
側面を積極的にア
ピールすることが重
要。

省エネ型エアコンの
経済性を適切にア
ピール。季節的なタ
イミングを考慮した
情報伝達が重要。古
いエアコンを使い続
ける人には、その問
題点や家電リサイク
ルの有効性について
適切に伝えることが
必要。

適切な購買ルートの
情報を提供すること
が必要。

LED電球の規格統一
や照明設備の対応な
ど、メーカーや住宅
供給側の協力、海外
製品の流入等に対応
する制度などが不可
欠。

定期的に点検する制
度の創設、リース制度
の認知度や社会的受
容度の向上のための
施策が重要。また、住
宅オーナーに対して省
エネ型エアコン設置の
インセンティブを付与
するような施策が重要。

導入費用を軽減する
ため、自律的に価格
が低下するまで継続
的に普及を後押しす
る制度（全量固定価
格買取制度）が不可
欠。導入費用軽減以
外からも、導入を促す
仕組みを検討すること
が重要。

生活者以外
の主体や
制度

コミュニ
ケーション

マーケティ
ング

LED電球
省エネ型
エアコン

太陽光発電
システム

生活者に対策行動を促す戦略の検討
コミマケＷＧ

一部の生活者が
率先導入すること
が望まれる機器
＇太陽光発電な
ど（は、他人任せ
にする気持ちが発
生しやすいと考え
られ、率先して導
入する人にインセ
ンティブを与える
仕組みが必要。

生活者に対策機
器を個別に提示し
た場合には、全て
の機器に対して
「導入困難」と認
識される可能性が
ある。複数の温暖
化対策行動＇主に
対策機器の買い
替え（を選択でき
る状態にして提示
し、相対的にでき
そうなものを生活
者に主体的に判
断してもらうことで
対策を促すことも
考えられる。

「打てば響く層」は
持家戸建住宅居住
世帯

「打てば響く層」は
持家戸建住宅居住
世帯。二重窓やペ
アガラスの導入は
比較的容易なため、
持家集合住宅の居
住者まで広げて考
えることが可能。た
だし、地域的な偏り
や今後の居住期間
の考慮などが必要。

給湯での温暖化対
策の有効性につい
て情報提供するこ
とが重要。

ノンエナジーベネ
フィットの情報を上
手に提供すること
が重要。

賃貸住宅への高効
率給湯器の設置に
対して、住宅オー
ナーがインセンティ
ブを持てるようにす
ることが重要。

ラベリング制度等
により、賃貸物件を
借りる生活者が断
熱性能の高い住宅
を容易に選択でき
るようにすることが
重要。断熱性能の
高い住宅が賃貸物
件を借りる人達へ
の重要な訴求要素
になることを明らか
にし、住宅オーナー
に情報提供を行う
ことが重要。

高効率
給湯器

断熱改修 その他
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目標達成時のイメージを探るワークショップ
コミマケＷＧ
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2020年に25%削減ができているとき、
人々はどのように暮らしているだろうか？

暮らし方や生活パターンは、基本的
に今とあまり変わらない。現在の生
活を続けながら、家屋・家電・自動
車・給湯を省エネ・低炭素型に買い
替え、太陽光発電を設置することで、
暮らしから出るCO2を大きく減らすイ
メージ。

シナリオA
省エネ機器への
積極買い替え

家屋や家電などは省エネ型に買い
替えつつ、今のように「一家に１台
以上」家電や自動車を持つのでは
なく、多くのものを複数の人と共有し
て使う、「必要なときに必要なだけ使
うが、自分では所有しない」暮らし。

都会ではなく、森や田畑の近くに住
み、自らの食べ物とエネルギーはで
きるだけ自分たちで作り出したり、そ
の土地のものを活用したりする暮ら
し。

シナリオB
シェアする暮らし

シナリオC
農的な暮らし

●生活者の買い替えへのモチベーションが高まり、自ら行動を起こすためには2020年の具体的な暮
らしのイメージを持つことが重要と考えられる。

●各種対策機器の買い替えが進み、2020年の中期目標が達成された際に、どのような社会が築か
れているのかについて、イメージを描き出すことが必要である。

●「2020年にCO2を25％削減」という目標が実現できたときの日本の社会や人々の暮らしのあり方に

ついて、できるだけたくさんのバリエーションを描くために、目標達成時のイメージを探るワーク
ショップを実施した。＇東京にて有識者10名＇5名×2グループ（とともに実施（

●多様に出された将来イメージ像のなかから、代表的な3つのイメージ像を例に追加的計算とアン
ケート調査を実施。




